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　南アフリカ連邦憲法（1909）が制定されてから，南アフリカ共和国憲法
（1960）制定までの50年間は，南アフリカ憲法史の第二段階である。この
時期は南アフリカ憲法史にとって，つぎのような理由によって重要な時期
で～ちった。その理由の一つは，1909年憲法の制定にとって，南アフリカの
統一国家が誕生し，まがりなりにも憲法政治がはじまったにもかかわらず，
この憲法は結局は植民地憲法という限界があったこと，それに，この50年
2間に今日世界的な批判をあびているアパルトヘイト法が数多く制定され，
体系化がすすんだということである。第2に，1931年のウエストミンスタ
ー条令の制定及び1948年の総選挙で完全にボーア人が主導権をとったこと
で，アパルトヘイト法体系を一段と強化すると同時に，1960年の新憲法の
制定によって，共和制国家として独立し，ついにイギリス連邦から離脱し
たことである。
　アパルトヘイト法体系ないしはその政策には，その背景にボーア人アフ
リカーナーの宗教上の確信や，イギリス人の打算があるが，法制度的にみ
ると，南アフリカ連邦憲法の欠陥によるものである。それは南アフリカ連
邦憲法が植民地憲法として人権保障条項に欠けていることにあった。なお
それでも，アパルトヘイト法と関連しながら，憲法論がきびしく論議され
た例があった。それは1931年のウエストミンスター条令の制定によって，
生じた議論である。イギリスは永年の植民地政策で，その版図が膨大とな
り，しかもそれぞれが自治権を主張するようになったカナダ，オーストラ
リア，ニュージーランド，南アフリカ連邦などの植民地に対して，イギリ
スの主権を維持しながら，なおこれら植民地の自治の主張を認める手段と
して，イギリス本国政府を中心とするコモンウエルス体制を確立するウエ
ストミンスター条令を，これら植民地の合意を得て制定した。
　このウエストミソスター体制によるイギリス植民地体制の新しい統一機
構づくりに対して，南アフリカではボーア人による抵抗があり，カナダ，
オーストラリアなどとは異なる効果があらわれるようになった。カナダや
オーストラリア，ニュージーランドなどでは，ウエストミンスター条令に
よるコモンウエルス体制は，イギリス本国との絆を強めることに貢献した
が，南アフリカでは，むしろイギリスとの絆をたちきろうとする方向に作
用したといってよい。それは南アフリカ連邦の政治勢力として強い影響力
をもっていた国民党がボーア人によって支持されていたことからみて，当
然の成り行きであったということができる。
　その結果，南アフリカ連邦では，憲法論議に大きな変化があらわれたの
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である。その一つは，イギリス憲法思想の伝統である議会優位と法の支配
が，ウエストミスンター条令制定後に急速に増加していくアパルトヘイト
法の前にゆれ動いたことである。第二に南アフリカ憲法のいわゆるen－
trenched　provisionsのうち，ケープ地区のカラード投票権を奪う法律を
議会が制定しようとしたことから，これを推進する政府と，これに抵抗す
る裁判所の間に，きびしい憲法論の衝突があったことである。これらのこ
とは，のちに詳しく論ずることにするが，結局は憲法改正が事実上行われ
た形になった分離代表法が制定され，その後このことが動機となって，裁
判所の違憲審査権も否定され，さらに南アフリカ共和国憲法の制定，イギ
リスからの完全な離脱へとエスカレートしていった。
　以上のことを念頭において，この50年間の憲法を中心とした法制の動き
について考察するが，まずはじめにこの50年間の憲法史からみた時代区分
を試みることにする。
1　時代区分の試み
　1909年から1960年までの南アフリカ連邦憲法時代，50年間の時代区分を，
つぎのように3期に分けてみた。
　まず第1期は，1909年の連邦憲法制定から1931年のウエストミソスター
条令制定までとし，第2期は，1931年まで1948年にボーア人によって支持
されるマラン政権が成立するまで，そして，第3期は1948年から1960年の
南アフリカ共和国憲法制定までの3期である。
　第1期の22年間は，初期の段階では主として，鉱山労働者のなかのアフ
リカ人に対するアパルトヘイト政策が進行した。この期間の後期は第1次
世界大戦（1914～1918）後のヨーロッパにおける人権昂揚期の影響をうけ
て，イギリスの南アフリカ政策に差別緩和策がとられた期間である。この
視点参ら，この期間は1924年の総選挙を境に前期と後期に分けることがで
きる。前期では1911年の鉱「1」労働者法（Mines　and　Works今ct，　No．12，
1911）を皮切りに初期のアパルトヘイト法が制定された1）。
4　この法律は鉱山におけるダイナマイト取扱いの熟練労働者を白人に限る
としたものであった。このように連邦憲法下で，直ちに差別法が制定され
たのは，鉱山労働における白人救済を意図するところがあった。同時に，
やはり初代大統領がボーア人であるボタ首相であったことに象徴されるよ
うに，ボーア人の選民思想が，政治に強く反映したことによる。元来この
時期はボーア戦争が終了した直後であり，政治の主導権はイギリス本国に
あったのであるが，その数において少数派であった。しかも，鉱山経営に
意慾的であったイギリス人からすれぽ，白人労働者の優遇のためのアパル
トヘイト法は，いってみれぽ暗黙の了解であったから，アパルトヘイト法
を阻止する歯止めの役割はあまりもっていなかった。
　しかし，これらの立法によってきびしい差別をうけたアフリカ人労働者
によるストライキが瀕発したこと，第1次大戦後のヨーロッパでおきた人
種差別批判が大きく影響して，1920年の総選挙後はイギリス人であるスマ
ッツ首相時代に入り，原住民問題法（The　Native　Affairs　Act，　No．23，
1920）が制定され，アフリカ人居住地域の半自治機関がつくられた2）。そ
れでも立法の主流はアフリカ人の権利を制限するためのアパルトヘイト法
である。特に，1924年にボーア人が支持するヘルツオーグが首相となって
からは，1927年の不道徳法（Immorality　Act，　No．5，1927）ほかの本格
的な差別法が制定された3）。
　第2期の1931年のウエストミソスター条令が制定されてから，1948年の
マラン政権が成立するまでは，ウエストミンスター条令の制定と，同時に
植民地法有効法（The　Colonial　Laws　Validity　Act，1865（28　and　29
Vict，　c　47））の廃止によって，南アフリカ連邦の政治的変化及び連邦憲法
上のentrenched　provisionsの効力を中心に政府と裁判所との対立時代
である。
　ウェストミンスター体制は，主要なイギリス植民地とイギリス本国との
関係の新しい結びつきを確立したが，南アフリカ連邦もその枠組みの中に
組みこまれることになった。この体制によって，自治領の権限を大幅に認
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5
めることにしたのであるが，南アフリカではそのことが他の植民地とくら
べ，一段と自治への道が促進されることになった4）。その結果ボーア人政
権がアパルトヘイト法体系を一層推進する基盤ができたといえる。これは，
この条令制定に参加したカナダやオーストラリアで意図された条令体制の
目的とは異質な結果を生むこととなり，アパルトヘイト法体系を抑制する
歯止めがとりはずされる形となってしまった。
　このような南アフリカ連邦に独自な結果は，憲法によってきびしく保護
されているとみられていた，ケープ州のアフリカ人及びカラードの投票権
をとりあげる差別法制定に拍車をかけることとなった。それはまず，ヘル
ツオーグ時代の1936年に原住民代表法（Representation　of　Natives　Act，
No．12，1936）が制定され，アフリカ人の投票権が否定された。カラード
については，マラン政権になって1951年に投票者分離代表法（Separate
Representation　of　Voters　Act，　No．46，1951）が制定されて実現した。
この間の憲法解釈とウエストミンスター体制との関係について，政府と裁
判所との間にきびしい対立が続いた5’。
　この時期を世界史的にみると，第2次世界大戦の前後にわたった時期で
ある。特に第2次大戦終了直後の1940年代中期は，大戦後の第1期民族解
放運動の昂揚期であり，しかもスマッツは国際連合憲章の作成に参加する
など，南アフリカへも人権保障の新しい波が押し寄せた時期でもあった，
したがって，アパルトヘイト法に対して，アフリカ人，カラードそしてイ
ソド人ら非白人による反対運動も年ごとに激烈をきわめるようになってき
た。国際社会からの批判をうけるようになるのはようやく1980年代に入っ
てからである。
　第3期は，1948年のマラン政権の確立から共和国憲法制定までの12年間
である。この時期は雑婚禁止法（Prohibition　of　Mixed　Marraiges　Act，
No．55，1949）にはじまり，バンツー自治促進法（Promotion　of　Bantu
Self－Government　Act，　No，46，1959）に至るアパルトヘイト法体系の集
大成期である。と同時に，これらアパルトヘイト法に抵抗による非白人の
6側からの激しい闘争の時代でもあった。世界は前述のように大戦が終了し
て，日本をはじめ新しい憲法が誕生し，それには近代的な基本的人権が保
障され，国際的にも国連憲章，世界人権宣言などによって，人権保障の重
要性が強調されるようになった。南アフリカのスマッツ首相は，国連憲章
の起草者でもあった。したがって，南アフリカのアフリカ人，カラード，
インド人など非白人のレジスタンス運動が激化していくのは当然のことで
あった。
　しかし，このような内外の状況にもかかわらず，この第3期はマラン首
相と国民党を支えるボーア人の声によって，白人権益の保護，そしてその
ための非白人に対する差別法は一段ときびしさを加えたのである。その目
標の一つにはアフリカ人を法的に南アフリカから消滅させるホームラソド
の国家化政策がとられ，他方でボーア人による政治を不動のものとするた
めに，憲法改正作業がすすめられることになった。憲法改正については，
すでに1942年に憲法改正案が提案されていた。内容的には，そのときの案
の具体化となった。この新たな憲法によって制度上完全にウエストミンス
ター体制から訣別し，象徴的大統領をおく議院内閣制の共和制国家となっ
たのである。
　1）　この法律のほかに，原住民労働規制法（1911），原住民土地法（The　Nat三ves
　　Land　Act　No．27，1913），移民規制法（The　Admission　of　Persons　to　the
　　Union　Act，　No．22，1913）など。
　2）　Alex　Hepple，　South　Africa，　p．117．
　3）　この法律のほかに，原住民都市地域法（Natives（Urban　Areas）Act，　No．
　　21，1923）産業調停法，賃金法（Wage　Act，1925，鉱山労働法改正法（Mines
　　and　Works，1911　Amendment　Act　No．25，1926），原住民管理法（Bantu
　　Administration　Act，　No．38，1927）。
　4）　1934年に，The　Royal　Executive　Function　and　Seal　Act，　No．70やStatus
　　of　Union　Act，　No．69などが制定されて，南アフリカがイギリス国王との関
　　係について，独自の立場で立法・行政を行うことができるようにした。中原精
　　一「南ア・ローデシアの憲法と人種差別」法律時報47巻6号，p．110～9。
　5）　以上の事情についてはのちに論ずる。
7ll　アパルトヘイト法体系の確立
　（1）はしがき
　1909年から1961年憲法までの50年間は，南アフリカにおけるアフリカ人
その他の非白人に対する人種差別立法であるアパルトヘイト法体系の確立
期にあたる。殊に1948年のマラン政権後の約10年間はその傾向が徹底した
時期であった。
　アパルトヘイト1）の思想的な展開は，すでにボーア人入植のはじめから
存在している2）。また連邦制以前の南アフリカにあったケープ，ナタール，
トランスパールそしてオレンジ自由国に大なり小なりのアパルトヘイト法
及びその制度が存在していたのである3’。
　1909年憲法は，これらのアパルトヘイト法を南アフリカ連邦という国家
体制のもとで南アフリカ全域にわたって画一統合する役目をもったことに
なる。この役目をたやすくしたのは，この憲法に人権保障規定がなかった
ということである。イギリス植民地憲法は本来統治法であったため，憲法
という名称を使ってはいるが，近代的意味の憲法ではなかった。この憲法
で非白人の権利として，かろうじて保障していたものにヶ一プ州のアフリ
カ人及びカラードの投票権の保障があった。このことを定めた35条をen－
trenched　provisionとして，議会がこの条項を無視することはできない
ものとされていた。ところが，のちに詳しく論じるように，この条項が政
府によって踏みにじられてしまうのである4）。このような憲法のもとで，
ひとたびアパルトヘイト法が承認されると，あとは止まることを知らない
アパルトヘイト法の洪水となっていった5）。特に1948年の総選挙において
勝利を収めた国民党を背景にしたマラソ首相のもとで，アパルトヘイト法
は，その量，質において徹底した差別法体系をつくりあげた。しかも50年
代に入るとアパルトヘイト法は，単なる生活上の差別だけではなく，アフ
リカ人全員を白人による南アフリカという国家体制から法的に排除しよう
とするGreat　separationの法律が定められるようになる。バンツー自治
8促進法（Promotion　of　Bantu　Self－Government　Act，　No．46，1959）
がそれである6）。
　この50年間には2度の世界大戦があり，特に第2次大戦後は世界に民族
運動が起り7），植民地が解放されて，多くの独立国が誕生した。また，人
権保障が世界的規模で展開されるようになった。このような世界の情況に
もかかわらず，南アフリカはむしろ，ますますアパルトヘイト政策の強化
を図ったことに，その歴史の異常さをみることができるのである。
　1960年にイギリスから離脱し，共和制になったとき，ファーウールト首
相は，なおコモンウエルス内にとどまる意向をもっていたが，ロソドンで
のコモンウエルス首相会議に出席して，アジア，アフリカ地域の自治国か
らアパルトヘイト政策にきびしい批判をうけ，ついにコモンウエルスから
も離脱せざるを得なかった。これも時代の流れに逆行するアパルトヘイト
法体系への国際批判であり当然の成りゆきであった8）。
　このようなアパルトヘイト法の生産に対して，アフリカ人，カラードそ
してインド人達の非白人，時には白人自身からきびしい反対運動が展開さ
れ，政府の弾圧政策と正面から対決してきた。1960年までの状況をみると
鉱山労働者のストライキが多いが，1960年のシャープビル事件は，世界的
にも非難をあびた弾圧事件であった9）。
　以上のことを前提にして，ここでは，アパルトヘイト法の制定過程を，
政権担当者の交替にあわせて考察してみることにする。これは，特に穏健
派のスマッツ首相時代と強硬派のマラン首相時代とに，きわだったアパル
トヘイト法体系の流れの違いをみることができるほど，その時の首相とそ
れを支えるボーア人及びイギリス人のアパルトヘイト観がそこに具現化さ
れているからである。さらに，この時代は二つの大きな世界戦争が行われ，
その間に世界大恐慌時代もあり，これらの国際情勢が南アフリカにも大き
く影響したことも見のがしてはならないし，さらにこの時期の後半は1957
年のガーナ独立によるアフリカ植民地の独立が急速に促進されている時期
でもあった。これらのことを十分に認識しながら，アパルトヘイト法体系
9の推移は考察されなけれぽならないのである。
1）南アフリカ連邦が人種差別をするにあたって，定義した“人種”はThe
　Population　Registration　Act（No．300f　1950）によると，“white”と“Bantu”
　と“coloured”の三種としている。ただ，　colouredについては，通常の混血
　人のほかに“ケープマレー人”，“グリカ人（Griquar）”，“中国人”“インド人”
　及びその他のアジア人とその他のカラードというように細分化している。
　　人種のちがいの科学的体系はないといわれており，立法は“定義できないこ
　と”を定義しているという批判がある。ヨハネスブルグ弁護士会のArthur
　Suzman会長の見解　　John　Dugard，　p．59．したがって人種の区別の混乱は
　定形的な人種の定i義をしようとする立法の失敗で，かえって混乱している，同
　p．60註26。それは，Immorality　Act，1957，　Group　Areas　Act，1966．などと
　Population　Registration　Act，1950とを比較しても，そのちがいがわかる。
　　非白人に対する差別は，アメリカ合衆国において多くの問題をかかえてき
　た。しかし，アメリカの場合の多くは設備利用の分離差別が基本である。そし
　てそこには従来はseparate　but　equaIの原則があって，設備利用の差別は真
　実の差別ではないから合憲であるとされていた。Plessy　v．　Ferguson事件で
　1896年最高裁の合憲判決がある。しかし，その後Brown判決でその誤りであ
　ることの判決があった。南アフリカでは，設備分離による差別はMinister　of
　Post　and　Telegraphs　v．　Rasool事件（1934，　D．　A．167　at　191－93）で合憲
　とされており，その後これを否定する判決はない。
　　南アフリカにおける非白人に対する差別法のアメリカと異なる例は性交渉の
　差別法が存在することである。現在これらの法律は廃止されたが，のちにみる
　ように1960年までの差別法の重要な部分を占めていた。
　　アパルトヘイトは，これによって南アフリカが「世界のスカンク」になった
　と非難されるが（ロジャー・オモンド，斉藤憲司訳「アパルトヘイトの制度と
　実態一問一答」岩波書店，1989，p．1），南アフリカ政府は，アパルトヘイト政
　策の正当性をこれまでにも強く主張してきた。Dugard，　p．54．
2）　たとえば背徳法はすでに1685年に制定されている。ロジャー，p．3。
3）　連邦憲法が制定される以前から，アパルトヘイト政策について，南アフリカ
　の裁判所，主としてケープ植民地の裁判所では強い反発があった。たとえば
　Kotz6裁判長は1882年に“裁判所は個々の場合，法律がはっきりと反対を定め
　ている場合を除いて，カラー，階級に関係なく，管轄内のすべての個人に平等
　に判断するよう拘束される”とのべている（ln　re　Marechan　1882，1S．　A．　R，
　27at　31），　Dugard，　p．　72　note　97．この判決は，　Kotz6が裁判所の違憲審査
　の主張ととられて，その後大きな問題となった。
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4）裁判所と政府との対立は，のちにWestminster条令の制定後の連邦憲法第
　36条の効力をめぐって争われた事情について論ずる。
5）　アパルトヘイト法の膨大さを量的に表現すると，アフリカ人を規制する法令
　だけで2，250頁，重さ約2．3kgになるとロジャーp．256註（5）で説明している。
6）　バンツー自治促進法の効果は1960年憲法制定後の南アフリカ共和国内に
　Transkeiをはじめ，ホームランドの国家化につながっていくことになる。
7）　大戦後の民族運動には三度大きな波がある。第一期は第二次大戦直後で，こ
　のときは主としてアジア及びインド亜大陸の植民地が解放された。第二期は
　1960年代でこの時期にはアフリカ諸国の大半が独立を果した。現在第三期とい
　えると思うが，現在進行している民族運動は大国内に存在する小数民族の解放
　運動で，ソ連，中国，アメリカなどの内部爆発ということができる。
8）　Hepple，　p．270．
9）　ヨハネスブルグ南方80kmのフェレニヒン郊外のアフリカ人居住区シャープ
　ビルで警官隊がパス法反対集会中の15，000人に発砲，69人が殺され，180人負
　傷。
　（2）ボタ，（第一次）スマッツ時代（1910～1924）
　南アフリカ連邦が成立して，最初のアパルトヘイト法といえるのは，連
邦憲法自体であったということもいえるのである。連邦憲法は元来イギリ
スの植民地法として，植民地住民の権利保障を欠いている。したがって，
人権と権力分立を含む近代的意味の憲法（フランス人権宣言）とは異って
いる。したがって，人権を制限する立法の排除機能をまったく欠いていた
からである。そのことによって南アフリカ議会はアパルトヘイト法の制定
にあたって憲法上はなんの障壁もなかったのである。ただ一つだけ国会議
員の選挙にあたって，ケープのアフリカ人とカラードに投票権を保障した
条項があった。この条項がのちにWestminster条令の制定によって大き
く揺れ動き，ついに政府と裁判所の対立，裁判所の法令審査権の否定そし
て1961年憲法制定に発展し，その間にアパルトヘイト法体系が形成されて
いくのである。
　法律として最初に登場した差別法（colour　bar　statute）は，鉱山労働
法（Mines　and　Works　Act，　No．12，1911）であった。この法律は熟練
労働老を白人だけに限ろうとするものであった。いわゆる就職留保条令
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（Statutory　job　reservation）である。この法律ははじめはダイナマイ
トの使用者についてだけ白人優先の法律であったが，その後，1926年1956
年の改正によって適用範囲が拡大されていった1）。
　このような法律は，当時の鉱山景気で流れこんできた白人労働者のうち，
貧困にあえぐいわゆるpoor　whitesの生活保護を主たる目的としたもの
であった。南アフリカにまだ鉱物資源が発見されていない時代のアフリカ
人に対する差別の根拠は，ボーア人のカルヴァン的宗教上の信念にもとつ
いたもので，強力な選民思想によるものであった。そしてそれはほとんど
ボーア人の思想であったから，イギリス支配下のケープ州においては，比
較的ゆるやかな差別法が存在していた。しかし，1910年以降になると，相
つぐ鉱山開発によって，集まってくる労働者の中には貧困にあえぐ白人労
働者も存在するようになったため，連邦政府の役割としてこれらの白人救
済の立法を必要とするようになった訳である2）。
　このようなアフリカ人労働者の権利を制限するとともに，白人政府が制
定した差別法は，いわゆる隔離法（Separation　Act）である。むしろ，
アパルトヘイト法体系はこの種の法律が本流であるといえる。これらの法
律は連邦憲法成立後の傾向ではなく，すでに初期の植民地支配の時代から
つくられていた制度であった。しかし，南アフリカ連邦ができて，連邦議
会の制定する法律のなかに，自らこれら隔離法の体系が形成されていく立
法がなされるようになり，ほぼ1909～1924のこの時期に基礎的法律がつく
られたということであろう。これらの法律のなかから隔離法体系につなが
った法律をえらんでみると，大別して，つぎの三種になるのではないかと
思われる。一つは国政参加から排除する法律，二つには性的交渉を排除す
る法律そして三つには地域的な生活条件を隔離する法律である。この三種
の体系のうち，アフリカ人が政治・社会の機能に直接間接に参加すること
を拒否する法律については，のちに制定される原住民代表法（Represen－
tation　of　Natives　Act，　No．12，1936）のような法律がそれに該当する。
しかし初期のこの時期には憲法自身が（ケープ住民を除いて）政治参加を
　12
拒否していたにとどまって，立法されたものはまだつくられていない。
　また，性差別に関する法体系についても，1927年のImmorality　Act
が最初となっているので，この時期で登場するのは，地域的な隔離法の基
礎となる法律である。
　この種の法律は1930年代に増加をしはじめ1948年のマラン政権後は，隔
離法の主流となり，きめの細かい立法がなされていくが，1910年代に最初
の段階でできた法律としては，原住民土地法（Natives　Land　Act，　No．
27，1913）と原住民都市地域法（Natives（Urban　Areas）Act，　No．21，
1923）とがある。前者はアフリカ人と白人とが互いに相手方の地域内に土
地を所有することや，アフリカ人が白人農場に寄生して耕作することを禁
止した法律である。後者は都市へのアフリカ人流入を防止するためにつく
られた法律である3’。
　ここでこの時期における国際情勢を概観してみよう。この時期に最も重
要な国際的事情は第1次世界大戦である。この大戦が南アフリカの政治，
社会に及ぼした影響についてみてみよう。第1次大戦とアフリカとの関係
は，ヨーPッパ白人社会の戦争にアフリカ人がまきこまれて，約250万人
ものアフリカ人が戦争に参加したといわれている。アフリカ人としては，
宗主国の戦争に参加させられたことは，必ずしも賛成ではない。むしろ，
徴兵や強制労働への不満，パンイスラムの立場から，特にトルコの参戦で宗
教上白人側で参戦することをきらった。徴兵などで人手不足から経済生活
の困難が生じたこともあって，もともと植民地解放運動による闘争に油を
そそいだ形となり，宗主国は治安維持に手をやくというところもでてきた。
　このような事情のもとで，南アフリカの場合は，アフリカーナーに親ド
イツ派が多く，最初から参戦に反対する空気が強かった。しかしボタ，ス
マッツらの将軍たちは，戦後のドイツ植民地の分割一南アフリカの場合
は特にナミビアの領有化一に魅せられて，参戦を強行した。戦後に大戦
の影響がどのように出たかについては，いろいろの例があげられるが，第
一に植民地経済に対するイギリス政府の干渉が増大したことがあげられる。
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しかし南アフリカについては，白人にとってはボーア戦争から第1次大戦
にかけて，アフリカーナーの団結が一段と強化され，政治的にアフリカー
ナーの政党が議席を増し，ついには，アパルトヘイト法体系を徹底的につ
くりあげるきっかけとなっていった。一方この大戦がアフリカ人に及ぼし
た影響については，アフリカ人一般についていえることが南アの場合にも
あてはまるようである。それは大戦中の参戦によリアフリカの外の空気に
ふれることで新しい窓が開かれたことである。とくにエリート層の白人へ
の認識があらたまったことである。それまでアフリカ人に対し白人たちは
皮膚の色から白人は神聖なものと考えられる種族（クラン）に属するとし，
その神聖さを犯すと天罰が下ると教えこまれていた。それが戦場で白人同
志が殺しあい，しかも敵なる白人を殺すことを命じられたことで，この神
話性が崩れてきたことである。ただのちにみるように第2次大戦は日本軍
との戦いで有色人が白人を殺すことをみて，有色人としての劣等感がアフ
リカ人から消えていく体験とは異ったものであった。そのことが第1次大
戦後の人種闘争には限界があったというようにみることができる。したが
って，南アフリカでは民族開放運動への連動というよりも，ボーア人の団
結強化によるアパルトヘイト法の確立の方向へ歴史は進んでいったとみる
ことができるのである4｝。
　しかし，この傾向は1936年のヘルツオーグ内閣が成立したところから，
影響がでてくるのであるが，それまでの間のスマッツ内閣の時代は，どち
らかといえば，差別法をできるだけ緩和する政策がとられている。これは，
イギリスの植民地政策の表面上の基本が，「原住民利益優先」にあったか
らである。この「原住民利益優先」はのちのアフリカにおけるイギリス圏
植民地においても，いろいろの形で表面化したり，消え去ってしまったり
するのであるが，この原則が南アフリカでは1920年の原住民問題法（Na－
tive　Affairs　Act，　No．23，1920）を制定させることになったといえる。
この法律はアフリカ人居住地域の半自治機関「地方評議会」，「全体評議
会」の評議員任命権をイギリス総督に与え，全国のアフリカ人代表が年1
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回，首都プレトリアに集まり，白人政権に意思を伝える「原住民会議」を
つくった5）。「原住民会議」は1936年の原住民代表法で，原住民代表評議会
となり，さらに原住民問題法は1951年に廃止された。
　この時期につくられた差別法をここで整理してみるとつぎのようなもの
が代表としてあげられる。
　1．鉱山労働法（The　Mines　and　Works　Act，　No．12，1911）
　2．原住民労働規制法（The　Native　Labour　Regulation　Act，　No．15，
　　1911）
　3．　原住民土地法（The　Native　Land　Act，　No．27，1913）
　4．　移民規制法（lmmigrants　Regulation　Act，　No．22，1913）
　5．　暴動的集会及び刑罰法修正法（Riotous　Assemblies　and　Criminal
　　Law　Amendment　Act，　No．27，1914）
　6．　原住民問題法（The　Native　Affairs　Act，　No．23，1920）
　7．　原住民都市地域法（The　Natives（Urban　Areas）Act，　No．21，
　　1923）
　8．　産業調停法（The　Industrial　Conciliation　Act，　No．11，1924）
　1）　1623年に裁判所は何度もこの法律にもとつく能力証明書発行のためのRegu－
　　lationをultra　viresとした，　Alex，　p．207Qこの法律は1926年（No．25），
　　1956年（No．　27）にそれぞれ改正されて，職種が拡大されていった。そしての
　　ちには32種の職種で約7，000人の白人がこれによって保護された，Dugard，
　　P．87。
　2）　当時の鉱山労働老の賃金は，1交代あたり，白人は217セントに対して，ア
　　フリカ人は，わずかに24セントであった。いかに差別がきびしかったかがこれ
　　をもっても知ることができる，星・林p．98。
　3）　Boulle，　p．　89．，　Alex，　p．186．
　4）　デビッドソソほか，松野妙子訳，p，993～1，014。
　5）伊高，p．52。
　（3）ヘルツオーグ，（第二次）スマッツ時代（1924～1948）
　1924年の総選挙の結果，国民党（NP）と労働党（LP）とが連立して，
ヘルツオーグ内閣が発足した。この内閣は1938年まで14年間続くことにな
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る。この間，イギリスの支配が弱まり，ボーア人が支配する政治・社会と
なっていった。現象面では公用語がそれまで英語とオランダ語であったも
のに，アフリカーンス語を加えたこと（1925），南ア連邦国旗を新たに決
定したこと（1927）などに，その意気ごみがあらわれている。このことは，
同時にボーア人によるアパルトヘイト法体系づくりにも大きく影響するこ
ととなった。そして，その立法の傾向は第一に，プアーホワイト救済を目
的とした差別法を一段と拡大した法律である。これにはすでに制定されて
いた鉱山労働法を1926年に改正して，熟練労働者の白人優遇枠を拡大した。
それはすでに1924年に制定されている産業調停法と相まって，アフリカ人
労働者と白人労働者との間を一段と差別することとなった1）。
　第二の傾向は，将来の本格的な隔離差別法体系の一つである性差別法の
不道徳法（Imnlorality　Act，　No．5，1927）が制定されたり，すでに制定
されている地域的な隔離法に属する原住民管理法（Native　Adminis　tra－
tion　Act，　No．38，1927）などが制定された。
　不道徳法は異人種との交際を禁止する法律である。これはボーア人の選
民思想と重なりあって，すでに初期の植民地時代から制度として存在して
いたもので，アパルトヘイト法のなかでも，最も特異な差別法の一つとい
えるのである2）。原住民管理法は白人地域内のアフリカ人居住地の強制撤
去，移動を命じる権限や，アフリカ人が特定された場所から一定期間はな
れることを禁止する「禁足令」（baning　order）を命じる権限を政府に与
えるものであった3’。
　この時期でもっとも象徴的な問題は，ウエストミンスター条令が制定さ
れたことである。この条令の詳しい説明はのちにゆずることとして，ここ
でアパルトヘイト法体系ともっとも関係の深い条件は，ウエストミンスタ
ー条令の制定とこの条令の南アフリカ連邦への適用によって，事実上南ア
フリカ連邦は立法においてイギリス本国の議会からの拘束をうけなくなっ
たということである。そのため，南アフリカ連邦は，議会によってアパル
トヘイト法体系の強化拡充へ歩み出すことになった。つまり，南アフリカ
16
におけるアパルトヘイト法の拡大に対する歯止めとして，イギリス本国の
支配権が消滅してしまったということである。
　このような事情が直接影響したのが，南アフリカ連邦憲法に定めていた
国会議員の投票権における，ケープのアフリカ人やカラードの権利の問題
であった。ケープ州は歴史的には，ボーア人が去ったあと長くイギリスの
植民地であったため，「原住民利益優先」のイギリス的植民地政策の基本も
あって，そこに住んでいるアフリカ人やカラードの参政権は，きびしい制
限つきではあったが認められていた。南アフリカが連邦制を採用したとき，
州代表の国会議員の選出にあたって，ケープ州の選挙権をどうするかが問
題となったが，結局，憲法の中でいわゆるentrenched　provisionsとして，
公用語，憲法改正手続条項とともに，ケープ州のアフリカ人及びカラード
の投票権が保障されることとなった。ウエストミンスター条令の制定によ
って，イギリス本国の重石がはずされ，1931年にヘルツオーグ内閣は議会
の憲法優位の主張を議決した4）。このことを背景として，1936年に原住民
代表法が制定され，ケープのアフリカ人の投票権が廃止されることになっ
たのである。この原住民代表法（Representation　of　Natives　Act，　No．
12，1936）は巧妙な人種差別法であって，すでに1929年以来ヘルツオーグ
によって法案が準備されていたものである。この法律によって，ケープ州
でのこされていたアフリカ人の投票権がCommon　roll（一般選挙人名簿）
から削除され，かわりにアフリカ人の利益を代表するものとして，上院に
4名，下院に3名の白人議員の議席が追加された。アフリカ人にとっては，
まったく意味のない利益代表であり，これによって，今日までアフリカ人
は南アフリカ議会に席をおくことはできなくなったのである5’。
　原住民代表法が制定されたとき，同時に原住民信託土地法が制定された。
この法律によってアフリカ人は南アフリカ全土の13％の土地におしこめら
れることになった。実際にこの法律が効力をもつようになったのは，第2次
大戦終了後であるが，この法律によってきめられた土地はほとんど農業に
適しない土地であり，アフリカ人全人口のうち白人人口の5倍のアフリカ
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人がおしこめられたわけであるから，アフリカ人の生活が極度に貧困化し
ていくことになるのである6）。そしてこの法律は，のちにバンツー自治促進
法制定からさらにシスカイなどのホームランド自治国へ発展していく，南
アフリカ政府が推進した大アパルトヘイト体制に連結していくことになる。
　このような一連のアパルトヘイト法は1924年から1939年まで15年間政権
の座にあったヘルツオーグ内閣時代に，ボーア人の政治としてつくられた
ものであった。
　1939年にヘルツオーグにかわって，イギリス人のスマッツが復活して，
第2次内閣を組織しさらに1943年の総選挙で第3次内閣を組織して，1948
年のマラン首相率るボーア人政権になるまで，比較的温和な時代にもどる。
もっともこの時期は第2次世界大戦という世界的に緊張した時期であり，
南アフリカもイギリスとともに参戦し，ボーア人の反対にあってアパルト
ヘイト政策による緊張とはちがった緊張があり，ついには非常事態宣言が
出されるということになった。
　アパルトヘイト法については，アフリカ人からの反対闘争は激化する一
方であったが，政府は「アフガン委員会」を設けて，都市にいるアフリカ
人の永住権を認める内容の勧告を出したりして，反対に対する緩和策を講
じたりした。しかし，この時期にも全然アパルトヘイト法がつくられなか
ったわけではなく特に第三次スマッツ内閣に入ると，原住民都市地域統合
法（Black（Urban　Areas）Consolidation　Act，　No，25，1945），アジァ
人土地所有及び代表（Asiatic　Land　Tenure　and　Representation　Act，
No．28，1946）などが制定された。前者は一種のパス法7’であり，後者は
アジア人（とくにインド人）の権利制限法であった。
　この時期に制定された主なアパルトヘイト法を列記するとつぎの法律が
ある。
　1．鉱山労働法修正法（Mines　and　Works　Amendment　Act，　No．25，
　　1926）
　2．　産業調停法（lndustrial　Conciliation　Act，　No．11，1926）
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3．不道徳法（lmmolality　Act，　No．5，1927）
4．原住民管理法（Native　Administration　Act，　No．38，1927）
5．危険集会法修正法（Riotous　Assemblies　Amendment　Act，　No．
　　19，　1930）
6．原住民信託土地法（Bantu　Trust　and　Land　Act，　No．18，1936）
7．原住民代表法（Representation　of　Natives　Act，　No．12，1936）
8．原住民都市地域統合法（Bantu（Urban　Areas）Consolidation
　　Act，　No．25，1945）
9．　アジア人土地所有及び代表法（Asiatic　Land　Tenure　and
　　Representation　Act，　No．28，1946）
　1）　Alex，　p，157．
　2）　性交渉の禁止法は，マラソ政権になって，雑婚禁止法（Prohibition　of　Mixed
　Marriages　Act，　No．　55，1949）にエスカレートしていくことになる。
　3）　Alex，　p．161．
　4）　Dugard，　p．　90．
　5）星・林，P．138．
　6）　同上，p．140．
　7）最初のパス法は，1809年にmagistrateが発行したパスなしに，移動すること
　　をホッテントットに総督が禁止したのがはじまりとされている。Dugard，　p．75。
　（4）マラソ，ストレイダム，ファウールト時代（1948～1961）
　1948年5月の総選挙は，国民党が第1党となった。そして，同党の党首
マランが内閣を組織した。このことは，このときから，ボーア人による政
治が強力に推進されることが約束されたのである。そのボーア人の政治と
は第1にイギリスとの絆を断ち切ることであり，第2に非白人に対する徹
底したアパルトヘイト政策の確立であった。そして，実際にアパルトヘイ
ト法が続々と制定され，1960年の新憲法によって，ボーア人の祖先がかつ
て建設した南アフリカ共和国の国名で，イギリスから独立したのである。
1948年以降といえぽ，第2次大戦が終了して，世界は人権保障に国内的に
も国際的にも心をくだこうとする流れが大きく始まろうとしていた時期で
あった。そういう時期にアパルトヘイト政策がエスカレートしていったと
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いうところに，ボーア人の危機感が，早くも顕在化したということであろ
う。
　この12年間は，首相になった人たちが短命で，マラン首相は1954年に健
康を理由に辞任（1948N1954），つぎのストレイダム首相は1958年に死去
（1954～1958），3人目のファーウールトは1960年にピストルでうたれ重
傷であったが一命をとりとめた。しかし，1966年には暗殺された（1958～
1966）。このように歴代首相は非運にみまわれたが，国民党によるボーア
人体制はゆるがず，1961年の新憲法が成立するまでの12年間のアパルトヘ
イト法体系はその量，質ともに膨大，細に亘るものであった。特にマラン
首相時代に主要なアパルトヘイト法体系が整備されたといってよい1）。以
下に，まずマラン首相時代に制定された法律の主要なものを掲げる。
??????アジア系法修正法（Asiatic　Law　Amendment　Act，　No．47，1948）
雑婚禁止法（Prohibition　of　Mixed　Marriage　Act，　No．55，1949）
人種別集団地域法（Group　Areas　Act，　No．41，1950）
不道徳法修正法（lmmorality　Amendment　Act，　No．　21，1950）
人口登録法（Polution　Registration　Act，　No．30，1950）
現住民建設労働者法（Native　Building　Workers　Act，　No．27，
　1951）
7．　現住民局法（Bantu　Authorties　Act，　No．68，1951）
8．　投票者分離代表法（Separate　Representation　of　Voters　Act，
　No．46，1951）
9．　不法居住者防止法（Prevention　of　lllegal　Squatting　Act，　No．52，
　1952）
10．　原住民身分証廃止・書類調整法（Natives（Abolition　of　Passes
　and　Co－ordination　of　Documents）Act，　No．67，1952）
11．原住民法修正法（Native　Laws　Amendment　Act，　No．54，1952）
12．　原住民労働争議調停法（Native　Labour（Settlement　of　Disputes）
　Act，　No．48，1953）
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13．刑法修正法（Criminal　Law　Amendment　Act，　No．8，1953）
14．分離施設留保法（Reservation　of　Separate　Amenities　Act，　No．
　　49，　1953）
15．　公共安全法（Public　Safty　Act，　No．3，1953）
16．　バソッー教育法（Bantu　Education　Act，　No．47，1900）
　このように，マラン首相時代のアパルトヘイト法は，アフリカ人，カラ
ードを白人から分離・差別することを徹底させようとするものであった。
　これらの法律のうち，2と4はすでに制定されていたImmolality　Act
（1927）をさらに厳しく条件を加えたものである2’。6と12とはMines
and　Works　Act（1911）以来の白人労働者の保護を目的とした差別法で
ある。3）10は16歳以上の男女アフリカ人に常時身分証（reference　books）
のけいたいを義務づけた，いわゆるPass　lawの基本法ともいうべき法律
である4）。9と11とは白人地域へのアフリカ人の侵入を防止するための居
住区の分離法である5）。8はさきに制定されたRepresentation　of　Voters
Act（1936）のヶ一プ州アフリカ人の投票権剥奪についで，ケープ州カラ
ードの投票権剥奪法であった。ケープアフリカ人の場合には，最高裁判所
はこれが憲法上の違法性はないと判断したが，カラードの場合には，憲法
のentrenched　provisionセこ照らして議会の権限を超えるものと判断した6’。
このため，最高裁判所と政府との間に長い間きびしい対立が続いた7）。
　このことについては，のちに詳しく紹介することとする。しかし，アパ
ルトヘイト法の究極はアフリカ人の白人社会から完全隔離の実現にあるか
ら，アフリカ人からの反発が一段と激化することになったのは当然のこと
であった。特にANCは1949年を境に闘争方針を強化した。　ANC（Afri－
can　National　Congress）は1912年につくられた。　ANCは軍隊の若い人
達を中心に1940年代，きびしく反対運動を展開した。1943年にすべてのア
パルトヘイト法からアフリカ人を守る運動を展開し，1945年にはBill　of
Rightsを発表した。1949年に行動計画がつくられ，1952年に大規模な反
対運動を展開したが，それまでに8，000人のアフリカ人が逮捕された8’。
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このような反対運動に対して，政府はきびしく対処し，法律として，13と
15とが制定された。公共法は議会を必要としないで，緊急権発動の状態を
宣言することを政府に授権することとした。また，改正刑法は法律に違反
する過激な活動に対してきびしい処罰を科することができるようにしたも
のであった。国民党の法案提出に対して，労働党（LP）とユニオン党
（UP）は南アフリカが独裁国家になるとして反対した。しかし，1953年
の総選挙の結：果，国民党が勝利をおさめて，両法律は成立した9’。1951年
に，マラン首相はANCのゼネスト宣言に対して，その不当性の主張のな
かで，白人と非白人とのちがいは永久的であり，これは人がつくったもの
ではないと主張した。これは，ボーア人のカルヴァン派における宗教的選
民思想にもとつくものであり，これがアパルトヘイト法をしゃにむに制定
していく理由の背景であった。
　これに対して，イギリス人の差別法制定の理由は，どちらかといえぽ，
実利的な鉱山労働者の確保に必要な限りの，いわば必要悪として，差別を
承認するものであった。だから，基本は原住民利益優先を原則として，平
等の権利を保障したうえで，きびしい条件を付して，結果的には実質的な
差別をするというものであった。このやり方は，アフリカの他のイギリス
植民地でもとられたやり方であった。ケープ州のアフリカ人の投票権はま
さにそのような権利として認められていたものであった。
　マラン内閣時代以降に制定された主なアパルトヘイト法を次に掲げる。
　1．　自動車運輸修正法（Motor　Carrier　Transportation　Amendment
　　Act，　No．44，1955）
　2．刑事手続法（Criminal　Procedure　Act，　No．56，1955）
　3．刑事手続及び証拠修正法（Criminal　Procedure　and　Evidence
　　Amendment　Act，　No．29，1955）
　4．　産業調停法（lndustrial　Conciliation　Act，　No．28，1956）
　5．原住民管理法修正法（Native　Administration　Amendment　Act，
　　No．42，1956）
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　6．暴動集会法（Protous　Assemb！ies　Act，　No．17，1956）
　7．　原住民差し止め禁止法（Bantu（Prohibition　of　Interdicts）Act，
　　No．64，1956）
　8．　一般法修正法（Gelleral　Law　Amendment　Act，　No．50，1956）
　9．侵入法（Trespass　Act，　No．6，1956）
10．原住民法修正法（Native　Laws　Amendment　Act，　No．36，1957）
11．　国家補助制度修正法（State－Aided　Institutions　Amendment　Act，
　　No．46，1957）
12．　育児法（Nursing　Act，　No．69，1957）
13．　・ミソツー自治促進法（Promotion　of　Bantu　Self－Government
　　Act，　No．46，1959）
14．大学教育拡大法（Extension　of　University　Education　Act，
　　No．45，1959）
15．不法組織法（Unlawful　Organizations　Act，　No．34，1960）
　このような法律ラッシュによって，アフリカ人は白人との間にきびしい
差別が設けられることになったのであるが，さらにアフリカ人には人頭税
（Polltax）が女性にまで及び，1958年にはNo．38法によって，それまで
の1ポンドから1ポンド15セソトになったQまた，2や3の法改正によっ
て令状なしで捜索・逮捕ができるようになったエ゜）。
　ボーア人が，このようにアパルトヘイト法を量産するのは，宗教上の信
念に根ざしていることからであるだけに，解決の困難さがあった。このよ
うな考え方はボーア人のなかでも，とくにright　wingのアフリカーナー
の支持を得た国民党が，政権を維持した1955年以降に一段とそのスケー一ル
が拡大されたのであった。これに加えて，1960年以降になると，アフリカ
人多数派社会になった場合の恐怖心が加えられて，ますます硬直化してい
くことになるのである。このような状況に変化していく前提につくられた
のが，13のバンツー自治促進法であった。この法律によって，アフリカ人
を完全に法的に南アフリカ白人社会から切りはなそうとする政策がすすめ
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られることになる。それは，つぎの1960年に制定された南アフリカ共和国
憲法時代になる。
　1）　Alex，　p．153．
　2）性分離法をつくったにもかかわらず，純粋の白人という人種は存在するかと
　　いう質問に，ほとんど存在しないといわれている。ロジャー，p．21。
　3）　Alex，　p．153．
　4）　Alex，　p．153．
　5）　Alex，　p，153．
　6）Union以前はケープを除いてアフリカ人の選挙権はなかった。　Unionにな
　　ってからは連邦憲法によって保護されていた。
　7）Dugard，　p．90。1948年にケープのカラードの投票権を除く法律を制定しよ
　　うとしたが，上院で必要な3分の2の議席がえられず成功しなかった。それで
　　単純多数で可決したが，裁判で違憲とされた。
　　　しかし，1956年にナミビア代表の上院議院を増員することによって，目的を
　　達したのであるDugard，　p．90。
　8）　Alex，　p．155．
　9）　Alex，　p．155～6．
　10）　Alex，　p．159．
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